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2023年基本要求回答交渉報告
車いす用ミラー設置は不可能なのか合理的配慮の意味を今一度考えて
コロナ応援体制は当面の間維持、会計年度任用職員「定型的・補助的業務」の定義は次回交渉で示す

　自治労県職労は12月19日、2022年基本要求回答交渉を行いました。
鈴木委員長あいさつ
　今回は10月26日に手交した基本要求書に対する回答をいただけるとのこと。要求書は多くの組合員の切実な声を反映させたものである。非常に厳しい状況は一定理解しており、全ての問題が今期交渉で解決するとは思っていないが、実現できるところから少しずつでも改善されれば、結果的に職員のやる気につながると思うので、是非とも前向きな回答を期待する。
執行部発言
◇新型コロナウイルス感染症対策について：
・新型コロナウイルス感染症が拡大して３年が経過した。この間、未知の事態ということもあり大変な混乱の中、全ての職員が使命感を持って取り組んできた。しかしながら、最近は国も経済との両立にシフトしつつあり、社会全体が以前のサイクルに戻りつつある。そうした中でコロナ応援を継続すること
により送り出す職場の負担は増している。全庁応援体制は早期に解消すべきである。
・コロナ関連業務に必要な人員は基本的に応援に頼らず、当該所属に配置すべきだ。

・業務の引継ぎを応援職員同士で行い、本務所属の上司や周囲の職員が業務内容を承知していないとの声がよく聞かれる。応援職員に業務を丸投げすることなく、責任をもって対処してほしい。

・国の統計業務を行う際、貸与されているパソコンではスペックが不足し作業に膨大な時間がかかっている。非効率的であり、早急に改善すべきだ。
◇過重労働の撲滅について：
・過労死水準である月100時間超の時間外勤務を本気で撲滅するのであれば、適正な人員配置とするために純増する以外にない。
・時間外勤務の上限規制について、特例業務に当たるかの決定プロセスが不明瞭。本来であれば事象が起きた段階で速やかに検証し、特例でない場合の責任の所在を明らかにすべきである。
・時間外勤務の削減は労使で解決すべきであるから、最低でも３月に１回程度は労使協議を行うべきだ。
◇内部管理業務の抜本的改革：
・議会対応について、一定のルール化が進んでいることは認めるが、依然として突発的な対応を余儀なくされるケースがあることから、引き続き改善に取り組むべき。
◇人員について：
・現在の保健福祉事務所の体制では、次にコロナ禍と類似の事象が発生した際に耐えられないことが明白だ。これまでの統廃合を改めて見直した上で、機能強化を早急に図るべきだ。
◇メンタルヘルス不全対策について：
・メンタルヘルス不全による休職者等が発生した職場については、産業医の監督のもとで、その原因を調査し必要な対策を講じるべき。
◇災害時の備えについて：
・労働安全衛生の視点で豚熱対応について検証すべき。

◇人材育成の確立について：
・人員削減の影響で。人を育てる余裕がなくなっていることから、スーパーバイザーの仕組みを導入し、指導・教育の仕組みを確立してほしい。
◇だれもが快適に働ける環境の整備について：
・東庁舎については、車いす利用の職員が移動できるよう通路幅を確保すべき。また、エレベーターに車いす用ミラーを早急に設置すること。
・本庁舎駐車場は未だに改修されていない。進捗状況はどうなっているのか。
◇次世代育成支援について：
・育児休業承認の辞令交付が取得開始日の直前であるため、給付申請が遅れ手当金の需給が数か月遅れる。改善すべきだ。
◇再任用制度について：
・定年延長後の職員と現行の再任用職員との処遇に大きな格差が生じることは大きな問題。制度の見直しが必要だ。

◇会計年度任用職員制度等について：
・会計年度任用職員等の非正規職員の健康診断について、がん検診、指定年齢検診、人間ドックの対象とするなどの拡充を図ること。

・会計年度任用職員は雇用の継続について、常に不安定な状況に置かれている。希望する者が働き続けられるよう、任用方法について労使で話し合う場を設けてほしい。
・公務の非正規労働者は、労働契約法や男女雇用機会均等法など、民間で保障されている権利が保障されていないため、速やかに改善すべきだ。
・臨時的任用職員の任用形態が変更されたことにより、当人が知りえないまま各種手当の申請が遅れるという事象が散見していることから、当事者や所属担当者に十分な周知を図るべき。
・会計年度任用職員の業務は「定型的・補助的業務」と一律に定義づけていることにより、不当に低い賃金に抑えられている事例があると考えられる。この点を検証するためにも、当局が考える「定型的・補助的業務」とは何かを明確に示すべき。その上で「定型的・補助的業務」にあたらない業務の処遇については速やかに改善すべきだ。
◇ノーマライゼーション・障害者雇用制度の整備：
・障害を持つ職員の人事異動に当たっては、通勤等の困難性を踏まえ、可能な限り本人の希望を尊重するとともに、早期に内示を行うべきである。
・視覚障害者の職域は依然として厳しいものがあり、電話交換業務は有効的な職種と思われる。廃止または委託化は反対だ。
・ＩＴ化により視覚障害者の職域は広がっているが、それも使用できる環境が整っていることが前提となる。システムの構築や更新に当たっては、当事者の意見に十分配慮してほしい。
労務担当局長回答要旨

〇新型コロナウイルス感染症対策の全庁応援体制について、現時点では一定規模の応援体制の維持が必要。今後もどのような体制が適切か検討する。
〇人員問題については、業務の見直しや働き方改革に取り組んでもなお時間外勤務の多い所属について配置している。また会計年度任用職員の枠配分を実施し柔軟に対応している。
〇保健福祉事務所の再編は効果的な事務執行体制を図るために行ったもの。必要な保健師等の専門職員は適切に配置している。引き続き必要な人材確保に努める。
〇時間外勤務の上限規制の特例適用の考え方については、引き続き任命権者の話し合いの場で協議する。

〇議会対応については、H29に効率化を図ったところ。引き続き必要な見直しは検討する。
〇専門人材の育成について、専門的職務指導員制度がR2まで税務分野でしか活用されていなかったため、さらに広く活用されるよう取組んでいるところ。
〇家畜伝染病発生時の職員の健康管理で、昨年の豚熱の事案は当該部局で対策強化を図っていると承知。
〇メンタルヘルス対策について、R3から面接指導の受診をする職員が増えるなど一定の効果あった。引き続き有効な対策を話し合っていく。
〇東庁舎の職場環境については、各所属で執務空間の確保に努めていると承知している。
〇東庁舎エレベーターの車いす用のミラーについて、現在は４基中1基のみ設置している状態だが、他の３基に設置するにはエレベーターのパネル交換が必要となる。設備の安全性の面から設置は困難。警備員が声がけをするなどで対応している。
〇本庁舎駐車場整備工事は、入札不調のため今年度の着工が困難となった。
〇会計年度任用職員の健康診断の拡充について、R5から地共済の組合員となる会計年度任用職員については、35歳以上が人間ドック、50歳以上はがん検診が新たに対象となる。
〇臨時的任用職員の再度任用の際の手続きの周知については、全庁掲示板の掲載等の注意喚起を行っており、引き続き徹底する。
〇会計年度任用職員の業務は定型的・補助的な業務とされており、その位置づけを超える事例があるという認識はない。具体的な定義を示してほしいとの要望については、後日改めて精査しお伝えする。
〇会計年度任用職員の現在の募集、選定方法には一定の合理性があると考えている。
〇障害者の雇用に当たっては、障害当事者の意見を取組に反映するとともに、障害特性に応じた合理的配慮に努めていく。
〇業務システムの更新や導入に当たっては、情報アクセシビリティ推進要綱に基づき、障害のある職員への合理的配慮に努める。
〇障害を持つ職員の異動時の配慮だが、異動はすべての職員が一体で行われるものであり、障害を持つ職員のみ内示日程を早めることは困難。
〇コロナ応援業務の引継ぎが応援職員任せになっているとの指摘について、現体制では各チームすべてにプロパー職員が配置されていない。応援職員に過度な負担が生じないよう配慮していく。
〇育児休業手当金は法令に基づき、育児休業により勤務しなかった期間を確定したのちに支給することとなっている。意見は地共済に伝える。
鈴木委員長総括
　本日、執行部から様々な要望をお伝えしたが、まだまだ知恵を絞ればできることがあるのではないかと思う。例えばエレベーターの車いす用ミラー設置についても、車いすの方が、後方が確認できずに後退したことで、怪我をしたり人に怪我をさせたとなれば一大事である。ただ無理というだけでなく、次善の策がないか真剣に考えてほしい。会計年度任用職員の「定型的・補助的業務」に定義について、次回までに整理されるとのことなので、期待してお待ちしたい。
